
第１ 三原村の給与・定員管理の状況

１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（参考）

　　　　　　　　　　　％

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（参考）

Ａ Ｂ
給与費 

　　　

人

（注） 1 職員数は、平成２４年４月１日現在の人数です。

2 職員手当には退職手当を含まれていません。

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注） 1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

3 「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。
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(5) 給与改定の状況

① 月例給

（参考）

Ａ Ｂ
平成 円 円 円 ％ ％ ％

（注） 　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与
月額です。

② 特別給

（参考）

Ａ Ｂ
平成 月 月 月 月 月 月

（注）

２　一般行政職給料表の状況 （平成２４年４月１日現在）
（単位：円）

（注） 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給料月額、初任給の等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （平成２４年４月１日現在）

　　 ① 一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

　　 ② 技能労務職

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 円 円 円

歳

歳 人 円 円 円

人

41.2

349,009

区　　　分

三 原 村

高 知 県

国

平均年齢

392,816

　　　－

１号給の給料月額

最高号給の給料月額

44.1

222,900

356,400

43.6

331,959

平均給与月額平均給料月額

337,778315,100

５級

289,200

402,500

（国ベース）
平均給与月額

１級

135,600

243,700

２級

185,800

309,200

６級

320,600

424,600

３級 ４級

261,900

390,100

42.8

42.3

区　　　　分 平均給与月額
職員数

（国ベース）
平均年齢

三 原 村

うち調理員

333,660

304,944
(329,917)

平均給料月額
（Ａ）

55.2 322,091

3479

49.2

公　　　　　務　　　　　員

49.7

347,564

310,924

区　分

-0.02

較　差

270,465

3

類 似 団 体 310,750

41.2

201,300

201,300

公務員の

(0.03％)

人 事 委 員 会 の 勧 告
年間支給月数

支給月数 Ａ－Ｂ （改定月数）

Ａ－Ｂ （改定率）

359,601 359,494 改定なし

3.95

国の年間
支給月数

289,089

209,966

209,966

340,152

平均給与月額

勧　告

－ 3.90

区     分

高 知 県

国

類 似 団 体 3

　「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末
手当及び勤勉手当の年間支給月数です。

3.90

(285,030)
－
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107
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0.00

(401,789)

区　分

205,633

333,477
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304,911
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歳

歳

※
 の３ヶ年平均）

※
ではありません。

※

（注） 1
2

のすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明かにされているものです。
　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当
等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

3 　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例
法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

（2) 職員の初任給の状況 （平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成２４年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況 （平成２４年４月１日現在）

人 ％ ％ ％

人 ％ ％ ％

人 ％ ％ ％

人 ％ ％ ％

人 ％ ％ ％

人 ％ ％ ％

（注） １　三原村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

民間（Ｄ）

－

１年前の構成比 ５年前の構成比

参 考

区　　　　分

三 原 村

うち調理員

平均給与月額
（Ｂ）

対応する民間
の類似職種

平均年齢

－

民　　　　　間

－

　「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　 民間ﾃﾞｰﾀは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成20～平成22年

　 技能労務職の職種と民間の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているも

－ － － －－－

公務員（Ｃ）

参　　　　　考

－

年収ベース（試算値）の比較

－

Ｃ/Ｄ

－

－

6.5

標準的な職務内容区　　分

－－

職員数

三原村

6.02

経験年数１５年

286,500 347,300

142,200

―

163,987

構成比

121,600

国高知県

129,500

参　考

133,418

ー

　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当な

315,300

　 年収ベースの「公務員Ｃ」及び「民間Ｄ」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員におい
ては前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

経験年数２０年

―

203,000

中　学　卒

６　　級

4 12.9

――

231,100

(140,100)140,400

(172,200)

技能労務職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）です。

161,600

140,100

―

経験年数１０年

中　学　卒

区　　　　分

一般行政職

172,500

267,700

―

Ａ/Ｂ

－

区　　　　　分

一般行政職
大　学　卒

高　校　卒

技能労務職
高　校　卒

２　　級

１　　級

2

6.5課長の職務

総括課長補佐の職務

課長補佐の職務

５　　級

４　　級

３　　級 係長の職務

10.0 12.9

15 48.4 52.0 48.4

特に高度の知識又は経験を必要とする業
務を行う係員の職務

係員の職務

0.0 22.5

1 3.2 6.0 6.5

6.5

7 22.5 26.0 3.2
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　 （注）平成１８年に８級制から６級制に変更しています。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
 　　統合）　　　　　

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

５　職員の手当の状況
（1) 期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（２３年度）

千円 千円

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

期末手当　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　　５～１５％ ・役職加算　　　　５～２０％ ・役職加算　　　　５～２０％

・管理職加算　　１０～２０％ ・管理職加算　　１０～２５％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

三　　　　原　　　　村

  人事評価試行中のため、勤務成績への反映していません。

2.60
1.45

高　　　　知　　　　県

1.40
1.30
0.65 0.65

1.35

　人事評価試行中のため、勤勉手当への反映していません。

国

―
1,270

1.35 2.602.60

１人当たり平均支給額（２３年度）

1,575

1級, 22.5% 1級, 26.0%

1級, 3.2%

2級, 3.2%
2級, 6.0%

2級, 6.5%

3級, 6.5%

3級, 22.5%

4級, 48.4% 4級, 52.0% 4級, 48.4%

5級, 12.9% 5級, 10.0% 5級, 12.9%

6級, 6.5% 6級, 6.0% 6級, 6.5%

3級, 0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

平成24年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

4



（2) 退職手当 （平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例処置 その他の加算措置 定年前早期退職特例処置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当
なし

 (4) 特殊勤務手当 （平成２４年４月１日現在）

支給職員１人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の種類

 (5) 時間外勤務手当

支給実績

職員１人当たり平均支給年額

支給実績

職員１人当たり平均支給年額

 (6) その他の手当 （平成２４年４月１日現在）

円

円 円

円

円

円

59.28

0

47.50

41.34

30.55

257,800

59.28

23.5030.55

平 均 支 給 年 額

59.28

支給職員１人当た

164,760

国の制度
との異同

円4,119

36,880

日額　 　500円

384,000

33.50

0 千円

0

千円

千円

22

22

922

（平成 年度決算）

0

千円

（２３年度決算）

扶 養 手 当

173

千円

内容及び支給単価

異
片道10㎞以上　  6，500円

32,000

支給していない 千円

0異

異

支給していない

千円

41.34

片道２～５㎞　　　2，000円

片道５～10㎞　　 4，000円

同

0

33.50

59.28

左記職員に対する支給単価

1,920

59.28

47.50

円

2,519

伝染病防疫作業

死体の取扱業務

2,638

74

１回　4，200円 同

主な支給対象業務

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

住 居 手 当

（平成

（平成

手 当 名
支給実績

宿 日 直 手 当

異休日勤務 手当

三　　　　　　原　　　　　　村

児 童 手 当

(手当数）

23.50

同 2,578

・配偶者13,000円

1人目11,000円

子１人につき5,000円加算

・扶養親族1人目6,500円
・配偶者のいない扶養親族

・満16歳から満22歳までの

23 年度決算）

25,258

59.28

国

0 千円

円

％

0

0.0

3

23 年度決算）

（平成 23 年度決算）

支給実績

伝染病防疫作業手当

税務手当

福祉業務手当

手当の名称

その他の職員

主な支給対象職員

（平成

（平成

23

（２３年度決算）

日額　1，000円

日額　2，000円

年度決算）

年度決算）

年度決算）

千円

千円

千円

千円

国の制度と
異なる内容

（平成

23
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６　特別職の報酬等の状況（平成２４年４月１日現在）

円 円 / 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

円 円/ 円

（ 円 ）

月分

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額）

円

円

(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

７　職員数の状況
（1)　部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

議　　会

総　　務

税　　務

民　　生

衛　　生

農林水産

土　　木

計 ＜参考＞
人口1万人当たり職員数　　 人
（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

＜参考＞
人口1万人当たり職員数　　 人
（類似団体の人口1万人当たり職員数 人）

病　　　院

国　　　保

介　　　護

小　　　計

＜参考＞

[ ] [ ] [ 0 ] 人

 会計部門

一
般
行
政
部
門

特別行
政部門

教育部門

 公営企業等

7

議 長

給 料 月 額 等

（参考）   類似団体における最高／最低額

普
通
会
計
部
門

2

3

△ 1

8

5

2.95

5

△ 1

3

（支給時期）

45
合　　計

平成２４年

小　計 40

給

料

3

2

600,000円×在職年数×5.0

1

5

46

村 長

副 村 長

1

1

△ 1

10

4949

10

議 員

　　（２３年度支給割合）

310,000

237,000

主な増減理由

227,000

179,000

対前年
増減数平成２３年

1

171,100

119,000

100,000230,000

任期毎

495,000

421,500

任期毎

669,000

251,000

期
末
手
当

160,000

　　（２３年度支給割合）

2.95

副 議 長

600,000

報

酬

830,000

170,000

区 分

525,000

村 長

村 長

副 村 長

189,000

議 員

副 議 長
議 長

副 村 長

備　　　　考

12,000,000

6,300,000525,000円×在職年数×3.0

　　　　　　　　　　　区　　分
部　　門

退
職
手
当

職 員 数

6

2

2

6

△ 1

5

35

5

3

34

204.53

196.08
170.24

230.68

259.52人口1万人当たり職員数　　　

41

5

退職保育士の未補充による減

6



（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)　年齢別職員構成の状況（平成２４年４月１日現在）

　

（3）　職員数の推移

（単位：人・％）

（注）

31

60歳

5

46 44

5

１　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

２　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

消 防

5

45 44総 合 計

39

7 5 5

32

5

　　　　　　　区　　分
部門別

一 般 行 政

教 育 7

普 通 会 計 計

公 営 会 計 計

１９年 2４年２２年２１年２０年

6

人

～ ～

計

人

52歳 56歳

6

45

33

～

人

34

人

～

人

～ ～

職員数 0

～28歳24歳

00

人 人人

7

27歳

0

人

23歳 35歳

32歳

未満

20歳 20歳

区　分

～ ～

31歳

48歳36歳 40歳

47歳

人

以上39歳 43歳

人

55歳 59歳

人

44歳

3

２３年

5 5

34

6

34

5

46

40 39 41 40

35

5

39

-28.57%

-2.17%

-1

6.25%

2.56%

2

-14.29%

1

-2

-1

増減数（率）

過去５年間の

0

人

～

51歳

34 （　 　　　　）

（ 　　　　　）

（ 　　　　　）

（ 　　　　　）

（　　　　　）

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

構成比

５年前の構成比

7



８　公営企業職員の状況
（1）国民健康保険事業（事業勘定）

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

人

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　　　　　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役員加算　　５～１５％ 　・　役員加算　　５～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例処置 その他の加算措置 定年前早期退職特例処置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

千円

2
千円 　　　　千円

2,143

職員給与費

Ｂ　

　実質収支
純損益又は

千円　1,270

1.35

期末手当　

千円　

2.60

千円

3.4

千円

1.35

41.34

　　　　　　Ｂ／Ａ

589

職員給与費比率

2.60

41.34

三　　　　原　　　　村
１人当たり平均支給額（２３年度）

33.50

36.5

三原村　（一般行政職・団体平均等）

　　計　　Ｂ

三 原 村

平　均　年　齢

期末・勤勉手当

区　　　　分

4,417

263,925

事 業 者

Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

8,833

団 体 平 均

基　本　給

一人当たり給与

6,101

総費用に占める
平成22年度の総費用に
占める職員給与費比率

給　 料 職員手当
千円

B/A
千円

33.50

一人当たり給与費

1,072
１人当たり平均支給額（２３年度）

％

368,042

平均月収額

（参考）22年度平均

　（参考）

職員数
 費 　　

区　分

平成23年度

総費用

Ａ  
　　　　千円

263,068 8,833
千円

23.50 30.55 23.50 30.55

三　　　　　　原　　　　　　村 国

％

4.5

区　　分

平成23年度 4,300

99

59.28
59.28 59.28 59.28 59.28

0 0

47.50 59.28 47.50
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ウ　地域手当

なし

エ　特殊勤務手当（２４年４月１日現在）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合 　％

手当の種類

オ　時間外勤務手当

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円 円

円

円

円

（２３年度決算）

(手当数）

主な支給対象職員手当の名称

円

手 当 名
国の制度と
異なる内容

支給実績
支給職員１人当た
平 均 支 給 年 額

扶 養 手 当 234 千円

管 理 職 手 当

住 居 手 当

円千円

支給していない 0 0

39,000

支給していない 0

0

休日勤務 手当

0

0

117,000

258

113

57

児 童 手 当

千円

通 勤 手 当 78

0

千円

（２３年度決算）

129

千円 82,000

0千円宿 日 直 手 当 １回　4，200円

0

支給実績 （平成

年度決算）

0

0

0.0（平成 23

23 年度決算）

（平成 23 年度決算）

（平成 23 年度決算）

164

千円

左記職員に対する支給単価

（平成 23 年度決算）

主な支給対象業務

年度決算）

（平成 22 年度決算）

異

異

（平成 22

国の制度
との異同

同

異

異

同

同

内容及び支給単価

・配偶者13,000円
・扶養親族1人目6,500円
・配偶者のいない扶養親族
1人目11,000円
・満16歳から満22歳までの
子１人につき5,000円加算

片道２～５㎞　　　2，000円

片道５～10㎞　　 4，000円

片道10㎞以上　  6，500円

32,000

9



　(２)　国民健康保険事業（直診勘定）
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

人

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　　　　　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役員加算　　５～１５％ 　・　役員加算　　５～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例処置 その他の加算措置 定年前早期退職特例処置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

期末・勤勉手当

千円　

期末手当　

1.35 2.60 1.35

1,553 千円　 1,270

千円

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

0

平成23年度

団 体 平 均

千円

事 業 者

区　　　　分

6,164

平　均　年　齢

447 3,106

基　本　給 平均月収額

9,411 4,706

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費 一人当たり給与

Ａ 給　 料 職員手当  費 　　 B/A　　計　　Ｂ

12,517 28.6 27.8

千円

（参考）22年度平均

一人当たり給与費

占める職員給与費比率
％

Ｂ　

2.60

平成23年度
　　　　千円

三 原 村 52.0 385,000

2 8,964

三　　　　原　　　　村

千円

43,724 0

千円

三原村　（一般行政職・団体平均等）

　　　　　　Ｂ／Ａ
千円 ％

59.28 59.28

　　　　千円 千円

　（参考）

職員給与費比率 平成22年度の総費用に
職員給与費

総費用に占める
区　分

総費用
純損益又は

　実質収支
Ａ  

三　　　　　　原　　　　　　村 国

23.50 30.55 23.50 30.55
33.50 41.34

47.50 59.28 47.50 59.28
33.50 41.34

59.28 59.28

0 0
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ウ　地域手当

なし

エ　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合 　％

手当の種類

オ　時間外勤務手当

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（平成２４年４月１日現在）

円

円 円

円

円

円千円 0宿 日 直 手 当 １回　4，200円 0

千円

児 童 手 当 0 千円 0

48

支給していない

0

異 0 千円 0

0

左記職員に対する支給単価

（平成 23

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務

123

手 当 名
国の制度と
異なる内容

支給実績

52

62
104（平成

円

扶 養 手 当 276 千円

住 居 手 当

千円 24,000

片道２～５㎞　　　2，000円

異

支給職員１人当た

（２３年度決算）

138,000 円

平 均 支 給 年 額
（２３年度決算）

片道10㎞以上　  6，500円

0

片道５～10㎞　　 4，000円通 勤 手 当

(手当数）

管 理 職 手 当 支給なし

0支給実績 （平成 23 年度決算）

年度決算） 0

（平成 23 年度決算） 0.0

（平成 23 年度決算）

（平成 23 年度決算）

22 年度決算）

（平成 22 年度決算）

内容及び支給単価
国の制度
との異同

・配偶者13,000円

同

・扶養親族1人目6,500円
・配偶者のいない扶養親族
1人目11,000円
・満16歳から満22歳までの
子１人につき5,000円加算

同

千円

0

0

休日勤務 手当

32,000 異

異

同
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　(３)　介護保険事業

  　① 職員給与費の状況

ア　決算

人

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成２３年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２４年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

（２３年度支給割合） （２３年度支給割合）

　　　　　　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

（ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分 （ ） 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・　役員加算　　５～１５％ 　・　役員加算　　５～１５％

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成２４年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例処置 その他の加算措置 定年前早期退職特例処置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２３年度に退職した職員に支給された平均額です。

59.28

1.35

期末手当　

2.60

33.50 41.34 33.50

三　　　　原　　　　村 三原村　（一般行政職・団体平均等）

千円　1,270

2,802

区　　　　分 平　均　年　齢 基　本　給 平均月収額

1,908 4361 635 2,344 2,344

一人当たり給与
一人当たり給与費

千円 千円 　　　　千円 千円 千円 千円

195,333

１人当たり平均支給額（２３年度） １人当たり平均支給額（２３年度）

635 千円　

団 体 平 均

2.60

三 原 村 36.0 170,350

事 業 者

1.35

区　分
総費用

純損益又は
職員給与費

総費用に占める 　（参考）

　実質収支 職員給与費比率 平成22年度の総費用に
Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ 占める職員給与費比率

（参考）22年度平均

平成23年度 191,356
　　　　千円 千円 千円 ％

区　　分
職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

1.4
％

5,693 2,344 1.2

23.50 30.55 23.50 30.55

B/A

平成23年度

三　　　　　　原　　　　　　村 国

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ  費 　　

41.34
47.50 59.28 47.50 59.28

59.28 59.2859.28

00
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ウ　地域手当

なし

エ　特殊勤務手当（平成２４年４月１日現在）

千円

支給職員１人当たり平均支給年額 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合 　％

手当の種類

オ　時間外勤務手当

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２４年４月１日現在）

円

円 円

円

円

円0 千円

同

異

0

児 童 手 当

宿 日 直 手 当 １回　4，200円 同

119 千円 119,000

休日勤務 手当 異 支給していない

円

0 千円 0

0 千円 0

32 千円 32,000

0 千円

片道２～５㎞　　　2，000円

異

住 居 手 当 異 支給していない

片道５～10㎞　　 4，000円

片道10㎞以上　  6，500円

0

（２３年度決算）

扶 養 手 当 同 137 千円 137,000 円

・満16歳から満22歳までの

手当の名称

52（平成 22 年度決算）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

123

平 均 支 給 年 額
（２３年度決算）

通 勤 手 当

管 理 職 手 当

手 当 名
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

62

年度決算） 0支給実績 （平成 23

（平成 23 年度決算） 0.0

（平成 23 年度決算） 0

支給実績

(手当数） 0

左記職員に対する支給単価

（平成 23 年度決算）

104

支給職員１人当た

（平成 23 年度決算）

（平成 22 年度決算）

32,000

内容及び支給単価

・配偶者13,000円
・扶養親族1人目6,500円
・配偶者のいない扶養親族
1人目11,000円

子１人につき5,000円加算
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第２ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

１　勤務時間及び週休日、休日
①　勤務日　　　 月曜日から金曜日まで（午前８時３０分から午後５時１５分まで）

②　週休日　　 日曜日及び土曜日は週休日

③　休　日 国民の祝日に関する法律に規定する休日並びに１２月２９日から１２月

３１日及び１月２日、１月３日

２　休暇の種類
（1）　年次有給休暇 １年ごとにおける休暇。

（2）　病気休暇 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ない

と認められる場合の休暇。

（3）　特別休暇 災害その他の特別の事由により、職員が勤務しないことが相当である場合

の休暇。

（4）　介護休暇　　　配偶者、父母、子、配偶者の父母などで、負傷、疾病又は老齢により２週

間以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものの介護をするた

め、勤務しないことが相当であると認められる場合の休暇。

（介護休暇取得期間は、給与の減額あり）

（5）　育児休業・部分休業

①　育児休業 職員の３歳に満たない子を養育するため、その子が３歳に達する日まで取

得することができます。

②　部分休業 職員の小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、その子が小学

校就学の始期に達する日まで、１日を通じて２時間を超えない範囲で取得

することができます。

３　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成２３年度）

該当なし

４　職員の服務の状況
 (1) 年次有給休暇の取得状況（平成２３年）

人 日 ％

－

 (2) 介護休暇の取得状況

平成２３年度の取得職員　　 0 人

 (3) 育児休業・部分休業の取得状況

平成２３年度の取得職員　　 0 人

32 10.6 27.8

消化率対象職員数 平均取得日数

三 　原 　村

区　　　分

県内町村の平均 － 11.1
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５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
 (1) 研修の状況（平成２３年度）

人

人

人

人

人

人

人

 (2) 勤務成績の評定の状況

人事評価制度の構築に向けて、検討中。

６　職員の福祉について
 (1) 健康診断の実施 （平成２３年度）

　 ①　定期健康診断 名

②　人間ドック 名

 (2) 福利厚生事業の状況 （平成２３年度）

　「福利厚生事業」とは、地方公務員法第４２条の規定により実施されている職員の保健、

元気回復その他厚生に関する事業であり、民間企業と同様、雇用主として実施しているもの

で、県内の市町村の多くが職員互助会により実施されています。

165 993

互助会への
職 員 掛 金

互助会への
公費負担率

一人当たりの
公費支出額

50

3

21,128

％

1,158

1

46講師派遣事業（法制執務研修）

階層別基本研修

係長研修

課長補佐研修

993

2

研　修　区　分 受講者数

3

千円千円

14

円

互助会への
公費負担額

定期健診
委 託 料

財 源 内 訳

職場研修（救命救急講習）

千円

その他

5

新採用職員研修

千円

39

7

福利厚生事業費
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